











































































































日 本 8.0 8.8
米 国 8.2 9.6
英 国 5.4 6.2
ド イ ツ 6.0 6.5
















資料：総務省「研究開発調査報告」，国立科学財団「Research and Development in Industry」，内閣府












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































36． G.Dosi et al (eds):Technical Change and Economic Theory, London:Pointer
 
Books,1988 pp.45-59.
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合う漸進式のイノベーションの実行は，一国の製造業が根本的なイノベー
ションを実現する深い基礎である。
技術イノベーション自身の過程にとって，ある研究は関連な技術成果をふ
るい分けることが，企業の技術イノベーション活動を行う第一歩だと?え
る。??新技術のふるい分けに対して経済体の内部から新技術を得られること
なので，例えば企業の研究・開発部門からの技術であり，外部で異なる部門
から技術を得られることでもあって，時には他の企業あるいは大学などの専
門な研究機構からの技術であり，また国外から導入した技術である。だから，
導入とイノベーションという両者の間には，はっきりした一線がなかったと，
この意義の上から言える。私達は自主的なイノベーションを強調するので，
盲目的に導入を排斥するべきでなく，開放的な経済の条件の下でイノベー
ションにおける連鎖式の道を歩く。以上の経済史における研究は表明をして，
日本製造業が現代な西方の技術に対して導入に成功したことの一つの際立っ
た特徴は，独立自主の現代な技術体系を造り上げることを目的にしたことで
ある。そのため，それを有効に完備な工業技術体系の建設にサービスしさえ
すれば，導入は私達が自主的なイノベーションを実現する力強いツールにな
る。私達が飛躍的な発展を実現し製造業を強国を建設する力強い手段になっ
ているのである。
⑵ 製造業の発展中でイノベーションの必然性と非代替性の認識
日本製造業が技術導入し自主的に発展してきた産業成長の過程は，私達に
一つの事実を教えている。技術導入は一国の製造業水準の向上ないし産業構
造の調整に対して重要な影響と推進作用を持っているが，決してイノベー
ションに取って代わって一国の技術進歩を発展させる道筋になることはでき
ないのである。技術導入は各時期の産業成長と発育にある基礎と前提だけを
構成する。それは当民族の産業部門がその時国外の先進技術に対する理解と
一定の程度の掌握を示すからである。導入の先進的技術を本国の資源環境の
下で製造業の生産過程に応用すること，あるいは，さらに一つの新しい産業
37．王春法『技術イノベーション政策：理論基礎とツールの選択』（経済科学出版社，1998
年）第137ページ。
日本製造業の自主発展過程における技術革新の研究
― ―133
を形成して，必ず設計，生産，販売，サービスまでこのような完備したイノ
ベーションの過程を経なければならないのである。日本企業のように，イノ
ベーションの過程の中で新しい思想を形成して，創造的な労働を追加して，
元からあった技術を昇華させて，もとの工程に再造させることができる。こ
のようなイノベーションの活動を通して，導入の技術を本国の資源と市場の
条件に合わせて，先進技術を自分の民族に特徴を持たせる。そのため，この
意義の上から言って，イノベーションは導入の目的であり，導入の外来的技
術が本土で発展する必然な段階である。
明らかに，ただ導入することだけ，導入した後及び導入の過程の中のイノ
ベーション活動の伴いがないと，それが経済に対するマイナス影響はかなり
深刻である。まず，導入した技術が本国の製造業部門の産業発展における有
効な運用に影響するのである。たとえ更に先進的な技術だとしても，もし本
国のマンパワーと物質の資源と有機に結合されなかったら，現実の生産力発
展の需要に適することができなくる。このような導入は資源の有効な配置を
実現することができないのであり，資源の浪費だと思う。その次に，自身の
製造業は難しくて技術の持続的な進歩と発展ということを実現しにくいので
ある。何時先進技術を得たと，何時発展の可能性があったと言うことしかで
きなくて，それによって製造業の技術進歩を一歩に歩いて一歩に止まる局面
を形成させて，産業発展の主動権を獲得することができなかった。
⑶ 一つの国家，一つの民族にとって，最も深刻なことは自分の新技術の
基礎を形成することができないことである。先進技術は永遠に他人の袋中の
ものであり，技術を持つ者が技術を譲渡するときは，その産業と製品が競争
力を弱めないと?える条件の下でしか得ることができない。言い換えると，
技術の上で人に束縛されるのである。この状況の下で，技術導入の自身の産
業経済学の意義をも失って，同時にも民族の独立と未来発展の技術基礎をも
喪失して，他人の技術随従者になる。事実は証明されている。創造能力がな
い民族が尊重を勝ち取ることはできないのであり，このような民族は本当な
先進的な技術を導入することがあり得なくても，更に世界各民族に自立する
ことがあり得ない。
要するに，正しく導入とイノベーションの関係を処理して，導入とイノベー
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ションを有機的に結びつけ，調和的に運営し，最大限度に人類の知識と技術
の資源を利用することである。最も短い時間を使って世界における製造業強
国の技術の開きを縮小して，最も速いスピードで国が富み民が栄える発展目
標を実現することである。日本産業発展の歴史的な経験を参?にすることは，
国情の特徴によって導入とイノベーションという関係を認識し処理して，私
達の自主的な創造能力を引き上げて，中国製造業の自主的な発展を実現する
基礎的仕事であり，技術イノベーションにおける科学な発展観でもあると?
えている。
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